
◎国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する

法律 
（平成二九年六月二三日法律第七一号）   

一、提案理由（平成二九年四月一九日・衆議院地方創生に関する特別委員会） 

○山本（幸）国務大臣 

……………（略）………… 

 続きまして、国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案に

つきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 国家戦略特区では、これまでの約三年間で、幅広い分野において規制改革の突破口を

開いてきました。この間、全国十カ所の特区において、五十項目以上の規制改革を実現

し、二百三十を超える事業をスピード感を持って実現しています。 

 今後、成長戦略をさらに着実に実行していくためには、平成二十九年度末までの集中

改革強化期間において、残された規制改革を加速的に推進していくことが不可欠です。 

 本法案は、特区の区域会議や全国の地方自治体、産業界からの提案を踏まえて、国家

戦略特区諮問会議等において検討した結果に基づき、経済社会の構造改革をさらに推進

するため、日本再興戦略二〇一六で定めた重点分野を初めとする新たな規制改革事項を

盛り込んだものであります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 国家戦略特別区域法の改正については、第一に、児童福祉法等の特例として、小規模

保育事業の対象を満三歳未満から小学校就学前までの乳児、幼児に拡大するとともに、

国家戦略特別区域限定保育士試験の指定試験機関として、一般社団法人または一般財団

法人以外の法人を指定できることとしております。 

 第二に、出入国管理及び難民認定法の特例として、農作業等に従事する外国人の入

国、在留を可能とし、あわせてクールジャパン、インバウンドを促進する人材につい

て、一定の要件のもとで受け入れを推進することとしております。 

 第三に、テレワークの活用を支援するため、事業主または労働者に対する情報の提供

等を行うことその他の措置を講ずることとしております。 

 第四に、自動車の自動運転や小型無人機等の高度な産業技術の有効性の実証を行う事

業活動に関連する規制の見直し等や、公共施設等運営権者が第三者に対して公共施設等

の使用を許すことが可能となるための具体的方策について、この法律の施行後一年以内

を目途として、検討を加え、必要な措置を講ずることとしております。 

 構造改革特別区域法の改正については、酒税法の特例として、地域の特産物を原料と

する単式蒸留焼酎または原料用アルコールの製造免許に係る最低製造数量基準を適用し

ないこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 



二、衆議院地方創生に関する特別委員長報告（平成二九年五月三〇日） 

○木村太郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生に関する特別

委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する施策の

総合的かつ集中的な推進を図るため、国家戦略特別区域に係る法律の特例に関する措置

の追加等を行うとともに、経済社会の構造改革及び地域の活性化を図るため、構造改革

特別区域に係る法律の特例に関する措置の追加等を行うものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、国家戦略特別区域法の改正については、児童福祉法等の特例として、小規模

保育事業の対象を満三歳未満から小学校就学前までの乳児、幼児に拡大するとともに、

出入国管理及び難民認定法の特例として、農作業等に従事する外国人の入国、在留を可

能とする措置の追加等を行うこと、 

 第二に、構造改革特別区域法の改正については、酒税法の特例として、地域の特産物

を原料とする単式蒸留焼酎または原料用アルコールの製造免許に係る最低製造数量基準

を適用しないこと 

等であります。 

 本案は、去る四月十八日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付

託されました。 

 委員会におきましては、翌十九日に山本国務大臣から提案理由の説明を聴取した後、

二十一日から質疑に入り、五月十六日質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、

採決いたしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決し

ました。 

 なお、本案に対して附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年五月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用等について遺憾なき

を期すべきである。 

一 国家戦略特別区域の新規指定及び国家戦略特別区域における追加の規制改革事項の

決定に至る過程の透明性・公正性を確保すること。 

二 国家戦略特別区域諮問会議の中立性を確保する観点から、民間議員等が私的な利益

の実現を図って議論を誘導し、又は利益相反行為に当たる発言を行うことを防止する

ため、民間企業の役員等を務め又は大量の株式を保有する議員が、会議に付議される

事項について直接の利害関係を有するときは、審議及び議決に参加させないことがで

きるものとすること。 

  また、各国家戦略特別区域において特定事業を実施すると見込まれる者を公募する

場合には、十分な募集期間を設けるなど、手続の公正性・公平性の確保に留意するこ



と。 

三 現在国家戦略特別区域に指定されている十区域の評価結果を踏まえ、個々の事業の

進捗状況や規制改革メニューの活用が不十分であるなど、評価が著しく低い区域に対

しては、指定の在り方を含め、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理を厳格に行うこと。

また、可能な限り定量的な評価を行うため、国家戦略特別区域計画に予め数値目標を

定め、その達成度を測るなど、国民に対してわかりやすい形で評価を行うよう努める

こと。 

四 国家戦略特別区域小規模保育事業の実施に当たっては、満三歳以上の子どもの保育

に関し、同年齢の子どもとの触れ合いの中で協調性や社会性を育む重要な段階である

ことに配慮するとともに、限られた空間の中で活動量の異なる異年齢の子どもが集団

で保育を受けることになることに鑑み、安全管理対策に万全を期すこと。 

五 新たに国家戦略特別区域限定保育士事業の指定試験機関となる法人について、試験

実施機関としての適格性・公正性の確保に万全を期すること。また、政府は、待機児

童問題の解消に不可欠な保育士の更なる確保に向け、保育士の処遇の改善をはじめと

して、いわゆる「潜在保育士」の再就職支援のための取組を一層強化すること。 

六 国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業の実施に当たっては、外国人材に対する

人権侵害行為を防止すること、日本人農業労働者と同程度の賃金水準を維持すること、

労働時間や休日、休暇等の適切な就労環境を確保すること、特定機関等による不当な

利益追求を防止すること等、事業運営の適正化を確保するため、適正受入管理協議会

を核に、特定機関及び農業経営体等に対する監督及び指導を徹底すること。 

  また、本事業の全国展開については、国内全産業における賃金や就労環境の低下に

つながらないよう見極めるとともに、地域社会や日本人就農者に与える影響等につい

て慎重に検討した上で判断すること。 

七 我が国の成長戦略、第四次産業革命を牽引する、自動車の自動運転及び小型無人機

の遠隔操作等の高度な産業技術の社会実装を世界に先駆けて実現するため、迅速かつ

集中的に実証実験を行うことができるよう、日本版レギュラトリー・サンドボックス

制度を速やかに創設すること。 

  なお、実証実験に際しては、地域の住民等の理解の下、その安全の確保に万全を期

すること。 

三、参議院内閣委員長報告（平成二九年六月一六日） 

○難波奨二君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、国家戦略特別区域法及び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案は、産業

の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する施策の総合的かつ集中

的な推進を図るため、国家戦略特別区域農業支援外国人受入れ事業に係る出入国管理及

び難民認定法の特例措置その他の国家戦略特別区域に係る法律の特例に関する措置の追



加等を行うとともに、経済社会の構造改革及び地域の活性化を図るため、地域の特産物

を用いた単式蒸留焼酎及び原料用アルコールの製造に係る酒税法の特例措置の追加等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、本法律案について審査を進めた後、さらに、礒崎哲史君外三

名発議に係る国家戦略特別区域法の適用の停止等に関する法律案と一括して議題とし、

審査を行いました。 

 委員会における主な質疑の内容は、農業支援外国人受入れ事業の適正な運営の確保、

小規模認可保育所の対象年齢の拡大に伴う子供の安全の確保、テレワーク推進等に係る

事業者等への支援の在り方、自動車の自動運転等の近未来技術の実証の推進と安全性の

確保の両立、適用停止法の成立が国家戦略特別区域制度に与える影響、国家戦略特別区

域の意義及び成果、国家戦略特別区域における規制改革メニューの全国展開の考え方、

国家戦略特別区域における獣医学部設置をめぐる内閣府等の説明責任、国家戦略特別区

域諮問会議等の構成員の選定及び情報公開の在り方等でありますが、その詳細は会議録

によって御承知願います。 

 本法律案について質疑を終了した後、希望の会（自由・社民）の山本委員より、国家

戦略特別区域諮問会議の有識者議員に対する利害関係のある議案についての議事参加の

制限、農業支援外国人受入れ事業に係る規定の適用の延期等を内容とする修正案が提出

されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、民進党・新緑風会の神本委員より原案に反対、日

本共産党の田村委員より原案及び修正案に反対、希望の会（自由・社民）の山本委員よ

り原案に反対の旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本法律案は多数をも

って原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

……………（略）………… 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二九年六月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用等について遺憾なき

を期すべきである。 

一 国家戦略特別区域の新規指定及び国家戦略特別区域における追加の規制改革事項の

決定に当たっては、特別の関係に配慮して特定の地域や企業等に利益を誘導したとの

疑念を国民に持たれることのないよう十分留意し、情報公開の徹底により、その指定

及び決定に至る過程の透明性・公正性を確保すること。また、国家戦略特区ワーキン

ググループを始めとする各種の会議の議事要旨について、少なくとも追加の規制改革

事項のうち法改正を行う事項に係るものについては、会議の終了後速やかに公表する

よう努めること。 



二 国家戦略特別区域諮問会議の中立性を確保する観点から、民間議員等が私的な利益

の実現を図って議論を誘導し、又は利益相反行為に当たる発言を行うことを防止する

ため、民間企業の役員等を務め、又は大量の株式を保有する議員が、会議に付議され

る事項について直接の利害関係を有するときは、審議及び議決に参加させないことが

できることとすること。 

  また、各国家戦略特別区域において特定事業を実施すると見込まれる者を公募する

場合には、十分な募集期間を設けるなど、手続の公正性・公平性の確保に留意するこ

と。 

三 現在国家戦略特別区域に指定されている十区域の評価結果を踏まえ、個々の事業の

進捗状況や規制改革メニューの活用が不十分であるなど、評価が著しく低い区域に対

しては、その改善に向けた取組の状況に進展が見られない場合には、指定の解除を含

め、厳格に対応すること。また、可能な限り定量的な評価を行うため、国家戦略特別

区域計画にあらかじめ数値目標を定め、その達成度を測るなど、国民に対して分かり

やすい形で評価を行うとともに、事業の進捗については、数値目標を活用したＰＤＣ

Ａサイクルにより管理するよう努めること。 

四 各国家戦略特別区域において、規制改革メニューの活用ニーズを把握し、新規事業

を掘り起こすなど、事業の具体化を図る上で、特区の活動を支える人材の重要性に鑑

み、特区推進共同事務局の活用や国と関係地方公共団体との人事交流の推進等により、

人材の育成・確保を支援すること。 

五 国家戦略特別区域小規模保育事業の実施に当たっては、満三歳以上の子どもの保育

に関し、同年齢の子どもとの触れ合いの中で協調性や社会性を育む重要な段階である

ことに配慮するとともに、限られた空間の中で活動量の異なる異年齢の子どもが集団

で保育を受けることになることに鑑み、安全管理対策に万全を期すること。 

六 新たに国家戦略特別区域限定保育士事業の指定試験機関となる法人について、試験

実施機関としての適格性・公正性の確保に万全を期すること。また、政府は、待機児

童問題の解消に不可欠な保育士の更なる確保に向け、保育士の処遇の改善を始めとし

て、いわゆる「潜在保育士」の再就職支援のための取組を一層強化すること。 

七 国家戦略特別区域農業支援外国人受入事業の実施に当たっては、外国人技能実習制

度において指摘されている諸課題も踏まえ、外国人材に対する人権侵害行為を防止す

ること、日本人就農者と同程度の賃金水準を確保すること、労働時間や休日、休暇等

の適切な就労環境を確保すること、これらにより就労期間中の失踪を防止すること、

特定機関等による不当な利益追求を防止すること等、事業運営の適正化を確保するた

め、適正受入管理協議会を核に、特定機関及び農業経営体等に対する監督及び指導を

徹底すること。 

  また、本事業の全国展開については、国内全産業における賃金や就労環境の低下に

つながらないよう見極めるとともに、地域社会や日本人就農者に与える影響等につい



て慎重に検討した上で判断すること。 

八 国家戦略特別区域内に、情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟

な働き方であるテレワークの推進に向けた相談拠点を整備するに当たっては、テレワ

ークによって従来の働き方よりもかえって労働時間が増加するなど、労働環境の悪化

を招くことのないよう、ガイドラインの策定やセミナーの開催等、事業主・労働者に

対して、適切な支援を実施すること。 

九 我が国の成長戦略、第四次産業革命を牽引する、自動車の自動運転及び小型無人機

の遠隔操作等の高度な産業技術の社会実装を世界に先駆けて実現するため、迅速かつ

集中的に実証実験を行うことができるよう、日本版レギュラトリー・サンドボックス

制度を速やかに創設すること。 

  なお、実証実験に際しては、地域の住民等の理解の下、その安全の確保に万全を期

すること。 

  右決議する。 


